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第７期
計画

　「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関
係法律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）」に基づき、
介護保険法（平成９年法律第 123 号）が改正されました。介護保険
制度の改正は、「地域包括ケアシステムの深化・推進」と「介護保
険制度の持続可能性の確保」を目的としており、その主な内容は次
のとおりです。

◆松田町に住むすべての高齢者が、安
心して暮らせるよう総合的な施策を
着実に推進するとともに、介護保険
給付の円滑な実施を図る目的で策定
しました。

◆本計画は、平成 30 年度を初年度と
し、平成 32 年度を目標年度とする
３年間の計画です。平成 37 年度ま
での中長期的な視野に立った施策の
展開を図ります。

　地域支援事業において、平
成 27 年度からスタートさせ
た介護予防・日常生活総合事
業の生活支援・介護予防サー
ビスの充実を図ります。
◆生活支援体制整備事業とし
て、高齢者の生活支援・介
護予防の基盤整備を推進し、
生活支援などサービスの提
供体制を充実します。
○ニーズに合った多様なサ	
ービス
○住民主体、ＮＰＯ、民間
企業など、多様な主体に
よるサービスの提供

　・地域サロンの開催
　・見守り、安否確認
　・外出支援　・家事支援
　・介護者支援　など
◆高齢者の社会参加
　生活支援の担い手としての
社会参加
○現役時の能力を生かした
活動
○関心がある活動
○新たにチャレンジする活
動

　・一般就労・趣味・介護
　・福祉以外のボランティア
　　　　　　　　　　　など

◆老人福祉法第 20 条の８の規定に基
づく「高齢者福祉計画（老人福祉計
画）」と介護保険法第 117 条の規定
に基づく「介護保険事業計画」を一
体的に策定する高齢者の福祉に関す
る総合的な計画です。

１	保険者機能の強化な
どによる自立支援・
重度化防止に向けた
取組の推進

①データに基づく課題分析と対応
②適切な指標による実績評価
③財政的インセンティブの付与の規定の
整備

２	介護医療院の創設
①「日常的な医学管理が必要な重介護者
の受入れ」や「看取り・ターミナル」
等の機能と、「生活施設」の機能を兼
ね備えた、新たな介護保険施設が創設

３	地域共生社会の実現
に向けた取組の推進

①「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の
理念を規定
②市町村が包括的な支援体制づくりに努
める旨を規定
③地域福祉計画の充実

４	現役世代並みの所得
のある者の利用者負
担割合の見直し

①２割負担者のうち特に所得の高い層の
負担割合が３割に変更

５	介護納付金における
総報酬割の導入

①被保険者全員の収入の合計額を元に介
護納付金の額を決める仕組み（「総報
酬割」）に変更

【問い合わせ】
福祉課　高齢介護係　☎（83）1226

計画期間　平成 30 年度～ 32 年度

介護保険法の改正 計画の目的

計画の期間

生活支援・介護予防サービス
の基盤整備の推進

法令などの根拠

概要版

松田町  高齢者福祉計画・介護保険事業計画

第７期計画の概要（体系）

（１）在宅医療・介護連携の推進
（２）認知症施策の推進
（３）地域ケア会議の推進
（４）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進
（５）地域包括支援センターの機能強化
（１）認知症高齢者支援
（２）介護者支援
（３）高齢者の虐待防止・権利擁護の推進
（１）介護保険制度の円滑な運営と低所得者対策の推進
（２）介護保険サービスの質の向上
（３）保険者機能の強化
（１）保健サービスの提供
（２）生きがいづくり・生涯学習
（３）地域福祉の推進
（４）就労機会の確保
（５）社会参加・ボランティア活動の推進
（１）福祉のまちづくり
（２）生活上の安全対策
（３）避難行動要配慮者対策の推進

住み慣れた地域で 
生活を支える地域 
包括ケアシステムの
深化・推進

重点目標

基本目標

基本理念 基本施策

高齢者の尊厳を支え
る取り組みの推進

介護が必要になって
も安心して暮らせる
介護保険サービスの
充実

高齢者が生きがいを
持ち健康で活躍でき
る地域の実現

高齢者が明るく安心
して暮らせる地域の
実現
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住み慣れた地域での生活を支える「地域包括ケアシ
ステム」の実現を目指し、高齢者の福祉に関する施
策を総合的に推進するため、第７期の松田町高齢者
福祉計画・介護保険事業計画を策定しました。
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在宅医療・介護連携の推進

介護予防・生活支援サービス事業の実施

介護保険制度の円滑な運営

一般介護予防事業の実施生活支援サービスの充実

認知症施策の推進

医　療

生活支援 介護予防

住まい

介　護

通院・入院 通所・入所

参加・利用

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

地域包括支援センターの
機能強化地域ケア会議の推進

地域包括支援センター

足柄上地区在宅医療・介護連携
支援センター

高齢者

介護保険サービスの
質の向上

○医療と介護、地域とのネットワークの構築
○地域における課題の発見や、課題解決への
　取組みの実践　など

○新たな施策への対応
○総合相談窓口としての職員の資質向上
　を始めとした体制の強化　など

日常生活圏域

連　携

介護保険料は基準額をもとに決められます。
　介護保険制度では、介護サービスを提供するのに掛かる費用
のうち、23％を１号被保険者（65 歳以上の高齢者）の保険料
で賄うことになっています。
　特別な事情がないにもかかわらず保険料の滞納が続く場合
は、未納期間に応じて給付が一時差し止めになったり、本来な
らば１割または２割である利用者負担が３割になったりする措
置が取られます。保険料は必ずお納めください。

第７期介護保険料の基準月額は
５, １００円です

　地域包括ケア体制の整備の推進に併せて、地域包括支援センター
の機能強化も図ります。

町の役割　�運営方針に基づく指導・事業評価、地域ケア会議開催指
導・支援、介護予防・日常生活支援総合事業の実施など

第１号被保険者（65歳以上の方）の介護保険料

地域包括ケアシステムのイメージ

・認知症サポーターの養成
・認知症初期集中支援チームの
活動
・認知症カフェの推進
・認知症ケアパスの周知・活用
　　　　　　　　　　　　など

認知症施策の推進

・介護予防把握事業
・介護予防普及啓発事業
・地域介護予防活動支援事業
・一般介護予防事業評価事業
・地域リハビリテーション活動
支援事業

一般介護予防事業

・訪問型サービス
　（第１号訪問事業など）
・通所型サービス
　（第１号通所事業など）
・その他の生活支援サービス
・介護予防ケアマネジメント

介護予防・
生活支援サービス事業

地 

域 

支 

援 

事 

業

所得段階 対　象　者 割　合 月額保険料

第１段階
生活保護受給者、老齢福祉年金受給者であって世帯全員が住民税非
課税の人、世帯全員が住民税非課税で課税年金収入と合計所得金額
の合計が 80 万円以下の人

基準額×0.50 2,550 円

第２段階 世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入と合計所得金額の合計が
80 万円を超え 120 万円以下の人 基準額×0.75 3,825 円

第３段階 世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入と合計所得金額の合計が
120 万円を超える人 基準額×0.75 3,825 円

第４段階 世帯の中に住民税課税の人がいるが、本人は住民税非課税で、課税
年金収入と合計所得金額の合計が 80 万円以下の人 基準額×0.90 4,590 円

第５段階 世帯の中に住民税課税の人がいるが、本人は住民税非課税で、課税
年金収入と合計所得金額の合計が 80 万円を超える人 基準額 5,100 円

第６段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円未満の人 基準額×1.20 6,120 円

第７段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万円以上 200 万円
未満の人 基準額×1.30 6,630 円

第８段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 200 万円以上 300 万円
未満の人 基準額×1.50 7,650 円

第９段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 300 万円以上 360 万円
未満の人 基準額×1.60 8,160 円

第 10 段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 360 万円以上 695 万円
未満の人 基準額×1.70 8,670 円

第 11 段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 695 万円以上 900 万円
未満の人 基準額×1.90 9,690 円

第 12 段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 900 万円以上の人 基準額×2.00 10,200 円


